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法は問題をいたずらに複雑にするだけであると付け加える。上記のどの対
策にしても問題の解決の鍵は，韓国が握っているのであり日本ではない。

【 注 】

（ 1 ）「三星電子の 2009 年 12 月期の売上高は，10 兆 9000 億円，本業の儲けを示す営
業利益は 8736 億円だ。一方，ソニー，パナソニック，日立製作所や東芝，シャー
プなど，電機大手九社の営業利益の合計は，6400 億円（10 年 3 月期見通し）。日
本の電機大手が束になっても，三星電子 1 社の営業利益に届かないのである。」（『プ
レジデント』 2010 年 5 月 31 日   45 ページ） 。また，『日本経済新聞電子版ニュース』
2010 年 10 月 3 日 21:14  の記事によると，「2010 年４～６月期の連結業績は営業
利益が前年同期比 88％増の 5 兆 142 億ウォン（約 3800 億円）でした。おなじ時
期に日本の主要電機メーカーが稼いだ営業利益をみると，パナソニックが 838 億
円，ソニーが 670 億円，シャープが 225 億円でした。（中略）円換算でみた営業利
益のケタがひとつ小さいのです」とある。

（ 2 ）藤田徹氏の現地調査報告。
（ 3 ）http://comtrade.un.org/db/，2011 年 1 月閲覧。
（ 4 ） http://unstats.un.org/unsd/cr/registry/regdnld.asp?Lg=1，2011 年 1 月閲覧。
（ 5 ）特に注記がない場合，ドルは US ドルである。
（ 6 ） World Trade Atlas を用いた。
（ 7 ）『朝鮮日報』2009 年 6 月 25 日 。

〔参考文献〕

通商産業大臣官房調査統計部編［2000］『平成 7 年基準鉱工業指数年報』大蔵省印刷局。
中岡哲郎［1990］「第 1 章　技術形成の国際比較のために」（中岡哲郎編『技術形成の

国際比較―工業化の社会的能力―』筑摩書房）。
御手洗久巳［2010］「LCD パネル産業と日韓貿易問題」（水野順子編『韓国の対日貿易

赤字』調査研究報告書 アジア経済研究所）。
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2005 年 （単位：100 万ドル，％）

HS　Code 品目名 金額 シェア

1  8703 乗用自動車その他の自動車 27,256.1  9.6 

2  8542 集積回路 24,357.1  8.6 

3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー

20,195.1  7.1 

4  2710 石油および歴青油， これらの調製品 15,109.2  5.3 

5  8901 船舶 14,970.7  5.3 

6  8529 電気機器部分品 10,703.8  3.8 

7  8471 自動データ処理機械およびこれを構成するユニットなら
びに磁気式または光学式の読取機， データをデータ媒
体に符号化して転記する機械および符号化したデータを
処理する機械

9,240.5  3.2 

8  9013 ＬＣＤその他光学機器 8,499.6  3.0 

9  8473 機械部品 7,979.9  2.8 

10  8708 自動車部品 7,719.0  2.7 

上位 10 品目の合計 146,031.0  51.3 

2006 年

HS　Code 品目名 金額 シェア

1  8703 乗用自動車その他の自動車 30,597.2  9.4 

2  8542 集積回路 25,613.7  7.9 

3  2710 石油および歴青油， これらの調製品 19,934.5  6.1 

4  8901 船舶 19,695.4  6.1 

5  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー

18,158.2  5.6 

6  9013 ＬＣＤその他光学機器 14,492.5  4.5 

7  8529 電気機器部分品 13,485.1  4.1 

8  8708 自動車部品 9,458.1  2.9 

9  8473 機械部品 8,817.9  2.7 

10  8471 自動データ処理機械およびこれを構成するユニットなら
びに磁気式または光学式の読取機， データをデータ媒
体に符号化して転記する機械および符号化したデータを
処理する機械

8,511.4  2.6 

上位 10 品目の合計 168,764.0  51.9 

( 出所 ) World Trade Atlas. 元データは韓国通関統計。
( 注 )　 ％は輸出総額に占める割合。
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25
台湾，香港と東アジア地域主義 なぜ台湾と香港は東アジア地域主義の動きか

ら取り残されてきたのか？　両者の国際的地

位， FTA への姿勢， 中国や他の主要国との

関係を分析し， その背景と展望を見通す。竹内孝之著 2011年 157p. 1995円

24
現代中国分析シリーズ5
中国「調和社会」構築の現段階

「調和社会」 の構築に邁進してきた胡錦濤政

権は成果を上げてきたのだろうか。 問題を悪

化させていないだろうか。 「調和社会」 の構

築過程を検証してみよう。佐々木智弘編　 2011年 170p. 2205円

23
世界に広がるイスラーム金融 金利のつかない金融とは？　イスラーム金融

はイスラーム国の金融？　国により地域により

様々に異なるイスラーム金融の多様な現状を

世界 16 カ国から眺める。

中東からアジア，ヨーロッパへ

濱田美紀・福田安志編 2010年 300p. 3885円

22
メコン地域　国境経済をみる ODA の重点対象地域となったメコン地域で，

東西経済回廊や南北経済回廊などの主要な

国境地域のヒトとモノの動き， 国境経済特別

区形成の現状をレポート！石田正美編 2010年 456p. 5985円

21
新興諸国の資本財需要 新興諸国のロシアとベトナムにおいて， 高まる

資本財需要を日本がシェアできるかどうかにつ

いて， 資本財のなかでも日本が国際競争力を

もつ工作機械に焦点を当てて分析する。

　 ロシアとベトナムの工作機械市場

水野順子編 2010年 195p. 2625円

20
現代中国分析シリーズ4 中国の資源 ・ 環境問題は実際どの程度深刻

でどのような対策が採られているのか。 正確な

データに基づき， 中国が抱える問題， 対策と

効果， 将来展望について真の姿を描き出す。

中国の持続可能な成長
資源・環境制約の克服は可能か?

堀井伸浩編 2010年 287p. 3780円

19
韓国のFTA 米国， EU など主要先進国との FTA をまとめ，

近年とみに積極的な展開を見せる韓国のFTA

政策。 その足取りと成果を点検するとともに，

日本など第三国への影響を占う。

　10年の歩みと第三国への影響

奥田　聡著 2010年 247p. 3255円

18
現代中国分析シリーズ3 中国経済のアキレス腱と言われる 「三農問

題」。 しかし農村改革と農業産業化によって，

農村部も大きく変化している。 本書は一次資

料と現地調査からその実態を解き明かす。

中国農村改革と農業産業化
池上彰英・寳劔久俊編 2009年 266p. 3465円

17
現代中国分析シリーズ2 「中国の政治は安定しているか」。 中国が抱

える諸問題の現状， 共産党の対応を分析し，

常に投げかけられるこの問いへの答えを導き

だそうと試みたのが本書である。

現代中国の政治的安定
佐々木智弘編 2009年 178p. 2415円

16
インド経済：成長の条件 近年著しい成長を遂げ， 世界有数の経済大

国となったインド。 果たして今後も成長し続け

るのであろうか ?　本書は， インドの持続的成

長に必要な条件を検討する。小田尚也編 2009年 243p. 3255円

15
現代中国分析シリーズ1 中国は近い将来日本を追い抜き， 世界第二

の経済大国となる。 本書は現代中国を代表す

る産業のケーススタディを通じて， 経済成長を

牽引する高度化の潮流を解き明かす。

中国 産業高度化の潮流
今井健一・丁可編 2008年 286p. 3780円
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